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研究成果の概要（和文）： 
持続可能性という規範的要請が、今や地球規模でコンセンサスを形成している。持続可

能性の問題は、現在世代と将来世代の利害調整の問題と密接に関わっている。社会的選択
理論における世代間衡平性の研究を通じて、持続可能性の要請の論理的帰結を追求した。
そして、世代間の利害調整の指針となりうる新たな社会的評価基準を提案し、その公理的
な特徴付けを与えた。また、連続世代モデルの枠組みで世代間衡平性を議論した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The normative requirement of sustainability has gained enormous popularity all 
over the world. Sustainability problems are closely related to the issues associated 
with intergenerational equity. We explored the logical implications of requiring 
sustainability by studying intergenerational equity from a social choice perspective. 
We proposed and axiomatized a new social evaluation relation, which could help us 
identify the guidelines for implementing intergenerational equity. We also discussed 
intergenerational equity in a continuous generation model. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 持続可能性という規範的要請が、今や地
球規模でのコンセンサスを形成している。
実際、２００８年度７月に開催された北海
道洞爺湖サミット首脳宣言において、(１)
『持続可能な経済成長の促進』、(２)『持続

可能なバイオ燃料の生産と使用』、(３)『持
続可能な開発のための教育(ESD)』、が提唱
されている。このように、喫緊な政策課題
の多くが持続可能性をキーワードとして含
んでいるという事実にも関わらず、持続可
能性という概念に関して共通の理解が科学
者の間で確立されているとは言い難いのが
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現状である。本研究計画の目的は、本研究
代表者のこれまでの研究成果を踏まえて、
持続可能な福祉に関連する諸問題を考察す
ることである。 
 
２．研究の目的 
 
 福祉が適切な手段によって測定可能であ
ると仮定する。福祉が、持続可能であるとは、
現在世代が享受する福祉水準が、将来におい
ても維持可能であることをいう。福祉が持続
可能でないとき、資源配分の観点からすると、
現在世代の方が将来世代よりも優遇されて
いるものとみなせる。このように、福祉の持
続可能性と世代間衡平性は密接に関連して
いる。我々は、重複世代モデルおよび無限効
用流列モデルの枠組みで、持続可能性、世代
間衡平性、および効率性を定式化し、公理主
義的手法によって研究を行うことにした。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、実証分析を含まない純粋な理論
的な研究で、パソコンやハード・ディスクな
どの備品以外の特別の設備を必要とはしな
かった。研究代表者は、世代間衡平性に関す
る内外の研究者と電子メールにより最新の
研究成果に関する意見交換を行ったり、研究
会などにおいて、世代間衡平性に関する公理
主義的研究に関心を持つ研究者たちとの議
論を行い、解くべき具体的な研究課題を設定
し、その解決を目指した。 
 
４．研究成果 
 
 釜賀浩平氏（上智大学）と上條良夫氏（早
稲田大学）との共同研究では、無限効用流列
の評価基準に関する公理主義的研究を行っ
た。我々は、将来世代が結託して拒否権を行
使しうる状況を想定した。そして、提案され
た効用の無限流列に対して将来世代が結託
して拒否権を行使してもよい状況とは、どの
ようなものかについて議論した。また、効用
の無限流列に関する新たな評価基準を提案
した。具体的には、コンセンサス・レキシミ
ン評価関係を定義し、その公理的な特徴づけ
を与えた。 
 
アマルティア・センによって考案されたレ

キミン基準を、アスハイム＝トゥンオデン
[ET，２００４]、バスー＝ミトラ[JET，２０
０７]およびボッサール＝スプルモン＝鈴村
[JET，２００７]が無限視野モデルに適用可
能なように定義を拡張したものが、レキシミ
ン評価関係である。彼らは、レキシミン評価
関係の公理的特徴付けを与えた。上記の文献
に共通のアイデアは、無限効用流列を最初の

有限個のセグメントと、その後に無限に続く
テールの部分に分割し、最初の有限個の部分
にセン流のレキシミン基準を適用し、テール
部分の比較にはパレート支配の原理を適用
することである。それゆえ、上記文献は次の
ような共通の難点を持っている。すなわち、
テール部分が互いにパレート支配関係にな
いような二つの無限効用流列は比較不能な
のである。無限効用流列のペアの多くがパレ
ート支配関係にないため、レキシミン評価関
係は、現在世代と将来世代の利害調整を図る
ための有用な指針とみなすことはできない。 
上記の比較不可能性の難点を緩和するた

めの提案が、バナジー[SCW,２００６]、釜賀
＝小島[SCW，２００９]および釜賀＝小島
[SCW，２０１０]によってなされた。これら
の文献に共通のアイデアは、有限置換のクラ
スを真部分集合として含むようなある種の
無限置換のクラス Q を考え、Q に属する任意
の置換を効用の無限流列に適用しても、効用
流列の社会的評価は変化しないということ
を要請していることである。この要請を Q－
匿名性という。テール部分の比較を行うとき、
Q に属する適当な置換を一方のテールに適用
したとき、置換後のテールがもう一方のテー
ルをパレート支配するとき、前者が後者より
望ましいとみなすことが、上記の文献では提
案されている。これは、スッピスの正義の評
価基準を無限視野モデルに拡張したものと
みなせる。上記の文献は、アスハイム＝トゥ
ンオデン[ET，２００４]、バスー＝ミトラ
[JET，２００７]およびボッサール＝スプル
モン＝鈴村[JET，２００７]たちが、パレー
ト支配原理をテール部分に適用したのに対
して、スッピスの正義の評価原理の無限視野
版をテール部分に適用することで、比較不可
能性の難点の緩和に成功したのである。バナ
ジー[SCW,２００６]、釜賀＝小島[SCW，２０
０９]および釜賀＝小島[SCW，２０１０]は、
アスハイム＝トゥンオデン[ET，２００４]、
バスー＝ミトラ[JET，２００７]およびボッ
サール＝スプルモン＝鈴村[JET，２００７]
の公理化とパラレルな結果を得ている。結果
の主要な差は、匿名性の要請の強さの差に反
映されている。 
 
我々の研究の着想は、バスー＝ミトラ[JET，

２００７]がインフォーマルに論じた「現在
世代と将来世代との間の合意」の構想を操作
可能な形に定式化することであった。無限に
続く世代を、同じ人口の連続する世代からな
る「部分社会」に分割する。二つの無限効用
流列の評価は、各部分社会に割り当てられた
（有限の）効用流列をセンのレキシミン基準
を適用することによってなされる。そして、
ある効用の無限流列が別の効用の無限流列
より社会的に望ましいのは、前者が後者より



も、すべての部分社会によって、マキシミン
基準の意味でより好ましいとみなされると
き、かつ、そのときのみであると見なす。こ
の考え方が、我々が提示した「レキシミン合
意ルール」である。以上の説明から明らかに、
我々の提案するレキシミン概念は、先行業績
と異なる全く新しいものである。 
レキミン合意ルールを特徴づける公理系

は、強パレート原理、有限匿名性、ハモンド
衡平性、そして「固定ステップ・コヒーレン
ス」という名の「整合性」の要請である。有
限人の社会における評価基準を、無限視野モ
デルに拡張するときに、ある種の「整合性」
が課される。（例えば、アスハイム＝トゥン
オデン[ET, ２００４]、バスー＝ミトラ
[JET，２００７]を参照せよ。）我々も、この
方針に従った。しかし、「固定ステップ・コ
ヒーレンス」が倫理的にどれだけ説得的であ
るかに関しては更なる議論が必要かもしれ
ない。 
 
｢固定ステップ・コヒーレンス｣に関して若

干の留保はあるものの、我々の導いた結果が
先行研究の結果を改善していると信じる理
由がある。例えば、我々のレキミン合意ルー
ルは、釜賀＝小島[SCW，２００９]の S-レキ
シミン基準の拡張である。 
 
レキシミン基準の新たな公理化が、ロンバ

ルディ＝ベネツィアーニ[mimeo,２００９]
によってなされている。彼らは、先行研究で
用いられているハモンド衡平性の要請を｢危
害防止原理（Harm Principle）｣に置き換え
ることに成功した。我々のレキシミン合意ル
ールの公理化では、ハモンド衡平性を使用し
たが、危害防止原理を用いることで、ロンバ
ルディ＝ベネツィアーニ[mimeo, ２００９]
の得た結果を拡張できるのではないかと予
想する。 
以上の研究において登場する無限効用流

列の社会的評価関係のほとんどが、強パレー
ト基準を満たし、かつ完備性は満たさない。
強パレート原理に固執する限り、選好の完備
性を犠牲にせざるを得ないし、かつ、完全な
匿名性（いかなる置換をほどこしても効用の
無限流列の社会的な望ましさは不変である
という要請）との両立も不可能であるという
のが、世代間衡平性研究者が共通に抱いてい
た理解であった。ところが、この考え方に反
省を迫る結果がごく最近得られている。ズベ
ール＝アスハイム[forthcoming in JET]と
Sakai[mimeo,２０１１]は、パレート原理の
要請を緩和すれば、完全匿名性、完備性およ
び選好の連続性を満たす社会的評価関係を
構築することが可能であることを示した。上
記の我々の公理化の理解を深めるためにも、
上記の２論文の詳細な検討が課題として残

されている。 
 
次に、研究代表者が単独で行った研究に関

して述べる。世代間衡平性に関するこれまで
の研究は、すべて離散時間の枠組みにおいて
なされてきた。しかし、１９２８年に
Economic Journalに掲載された『貯蓄の数学
的理論』において、フランク・ラムゼーは連
続時間の枠組みで、将来効用の割引の慣行に
対する批判の形で世代間衡平性の要請を行
ったのである。そして、後続の研究において、
ラムゼーが提唱した社会的評価関係の不連
続性が示された。以下で報告する成果は、将
来効用を割り引かないと、社会的評価関係が
不連続になるという｢世代間衡平性と選好の
連続性のトレードオフ｣に公理主義的な表現
を与えるものである。 
世代は非負の実数として表される。各時点

で１種類の財が存在するものとしよう。そし
て、世代の消費量が各世代の厚生を表すもの
と考えることにする。数学的取扱いを容易に
するため、世代の空間としての非負の実数全
体の集合 Tにルベーグ測度を付与する。各世
代への消費の配分を、本質的に有界なルベー
グ可測関数として定式化する。二つのルベー
グ可測関数が、ルベーグ測度の意味で殆ど至
る所等しいとき、両者は同値であるという。
我々は、同値な消費配分を区別せず同じもの
とみなす立場に立つ。本質的に有界なルベー
グ可測関数の同値類全体の集合 X上の二項関
係が、我々の研究の対象となる社会的評価関
係である。 
 
離散時間の枠組みにおいて重要な枠割を

果たした有限置換に対応する概念を以下の
ように定義する。Tからそれ自身への全単射π
が測度保存的自己同型写像であるとは、πが
ルベーグ可測で、逆写像もまたルベーグ可測
で、かつ、各ルベーグ可測集合 A のπによる
像π（A）の測度は、A の測度に等しいことを
いう。以下では、測度保存的な自己同型写像
のことを単に置換と呼ぶ。置換πが有限であ
るとは、十分大きな世代ｔに対して、π（ｔ）
＝ｔであることをいう。ｔが離散的な場合、
上の定義が有限置換を表していることに注
意されたい。 
 
連続世代の枠組みでは、有限匿名性は以下

のように定義される。すなわち、どのような
有限置換を消費配分に適用しても、消費配分
の社会的望ましさは不変である。社会的評価
関係の連続性の要請を定式化するため、X 上
にマッキー位相を導入する。 
 
我々が得た主要な結果は、以下の不可能性

の結果である。マッキー位相に関して連続な
社会的選好関係で非対称性を満たすものは、



すべての消費配分を無差別とみなすような
自明なものに限られる。すなわち、篠塚[SCW，
１９９８]が離散時間で導いた不可能性とパ
ラレルな結果が、連続世代の枠組みでも成り
立つのである。 
 
連続世代のケースでは、マッキー位相とス

トリクトな位相の同値性がもはや成立しな
い。そのため、函数解析的な議論の援用が必
要となった。 
離散時間の枠組みでは、マッキー位相より

強い線型位相に関して連続で、非対称性を満
たすような選好で｢自明｣でないようなもの
が、必ず存在する。すなわち、マッキー位相
は、不可能性定理を生み出す線型位相のうち
で極大である。連続世代のケースでこのよう
な結果が成り立つのかを検討するのは今後
の課題としたい。 
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